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1　はじめに
　’00（平成12）年9，月29日，議員提案として「少年法等の一部を改正する法律案」が国会に提：
出され，同年10月31日に衆議院本会議で可決後，同年11月27日には参議院本会議においても可
決され，翌日の28日に成立した，改正少年法は，’00（平成12）年12月6日に公布，’01（平成
13）年4月1日より施行され現在に至っている。
　少年法の施行は，’49（昭和24）年1月1日に遡るが，同法が施行されるとほぼ同じくして，
同法改正の動きがあったことは広く知られているところである。すなわち，’66（昭和41）年の
「少年法改正構想」，’70（昭和45）年の「少年法改正要綱」，’76（昭和51）年の「少年法改正
に関する中間報告」という形で続いて来たが，その主導的役割を担っていたのが検察・法務省
であったことも周知の事実である（1）。それが，議員立法という形で，部分的であれ，少年法の重
要な部分の改正が強行されるに至った動機が何であったのかを整理し，その後の少年非行の動
向を検討することは，少年法の真のあるべき姿を探る上で避けては通れないものと思われる。
改正少年法が施行され，わずか数年しか経過していない現在，少年非行の動向がこのことで激
変したという事実や統計資料が出されているわけではないが，改正少年法が施行されて後，5
年後に施行状況を国会に報告し，再検討の必要があれば検討する旨の附則がつけられており，
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そのことを視野に入れて，改正の主要な部分を検討しておくことは大きな意義を有すものと思
’われる。
2　改正少年法の概要
　（1）少年法改正の背景
　’49（昭和24）年，1月1日施行の少年法は，施行されて後から既に，幾多の改正の議論が展
開されて来た。その具体化が，’66（昭和41）年に公表された「少年法改正に関する構想（→◎」
と「少年法改正に関する構想説明書」であり，その後，’70（昭和45）年には「少年法改正要
綱」が公表されることになった。これを契機に，法制審議会に少年法部会が設置されることに
なって，一その審議の結果が，「少年法改正に関する中間報告」という形で公表されたのが’76
（昭和51）年の末のことであった。以後，少年非行の増減に合せた形で，少年法改正論議が続
いたが，改正の方向が，少年法の基本理念とは相反するものとして厳しい批判にさらされ見送
られて来たという経緯がある。それが今回の突然の改正が実現するに至ったのには，それ相応
の重要な契機といえるものがなくてはなるまい。その端緒となったのが，’93（平成5）年に起
きた，いわゆる「山形マット死」事件である。本件は，少年審判での非行事実の認定をめぐる
争いの中で，少年審判の限界を示したものとして社会的にも関心を集め，少年法改正の論議を
再燃させたということがいえる。とりわけ，この点に関しての現職の裁判官からの提案も出さ
れたということもあり，非行事実の認定をめぐっての改正論の再燃という動きになったという
ことができよう（2）。このような流れの中で決定的な契機となったのは，’97年目神戸で起きた14
歳の少年の手による猟奇的殺人事件を手始めに，少年による殺人事件が相次いだことによる。
とりわけ，神戸での事件は衝激的でマスメディアにとっては垂挺の事件であった。また，栃木
県黒磯市の女性教師が中1の男子生徒のバタフライナイフによって刺殺されるという事件は，
バタフライナイフをめぐる議論を沸騰させた。その後，’00年には，少年による愛知県での主婦
刺殺事件，西鉄高速バスを乗っ取り殺傷するという事件，岡山県での金属バット殺傷事件が起
きたが，そのいずれもが17歳の少年だったということで17歳という年齢が世上話題になったと
ころである。’00年5月15日の朝日新聞の朝刊では，「17歳に何が起きているのか」というタイ
トルで教育関係者2人での対談記事を掲載したが，事件が従来の常識では計り知れないものだ
けにマス・メディアにとっては，恰好の材料だったということができよう。
　とりわけ，神戸の児童殺傷事件は14歳の少年が起こした事件ということで，少年法上，刑罰
を科すことができず，刑罰適用年齢の引下げ論議を引き起こしたが，国民の凶悪少年憎しの応
報感情を醸成させたのがマスメディアであり，その国民感情を忠実に法に反映させたと理解す
るのが今回の改正にほかならない。しかしながら，そこには科学的検証，理論的正当性につい
ての慎重な検討が欠落していたことを指摘せざるをえない。少年法改正の重要な論議の1つで
ある，少年犯罪の凶悪化，低年齢化等という少年非行の深刻化という問題をどう判断すべきか
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についての検証なしに改正が強行されたが，それが批判の狙上に上らないのは，意図的であ
れ，そうでないにせよ，国民の意識の中に，メディアによって強烈に刷り込まされた結果と考
えるほかない。筆者は先に，少年非行の凶悪化報道に関し，その事実のないことを既に指摘し
ておいた（3）。いずれにせよ，長期間に及ぶ少年法改正の論議は，一品目らの根強い批判にもか
かわらず，国民世論に迎合する形での改正がなされたが，以下，改正の主な内容を概観してお
くことにする。
　（2）改正少年法の基本的内容
　今回の少年法改正は，以下の3点が中心となっている。①少年事件の処分等のあり方の見直
し，②少年審判の事実認定手続の適正化，③少年事件被害者への配慮の充実，である。
　①少年事件の処分等の見直し。
　　㈲検察官に送致できる年齢を16歳以上から14歳以上に引き下げたこと。刑事処分が14歳か
　　　ら可能となった（少年法20条のただし書が削除）。
　　α）犯行時16歳以上の少年が故意の犯罪行為により被害者を死亡させた罪の事件について
　　　は，原則として検察官に送致する決定をしなければならない（少年法20条2項本文）。
　いわゆる，「厳罰化」，「重罰化」の改正で，先述の神戸での児童殺傷事件をはじめ，マス・メ
ディアの恰好の材料となる事件が発生したことで，メディアによる大々的報道が国民世論の厳
罰化を求める声となった結果にほかならないが，少年法の理念と「厳罰化」の改正が矛盾しな
いものか慎重に検討しなければならない重要項目の一つである。
　②少年審判の事実認定手続の適正化。
　　ω少年審判を3人の裁判官でも審判できるようになった（合議制）（裁判所法31条の4第
　　　2項目。
　　α）少年審判に検察官が関与できるようになった。「故意の犯罪行為により被害者を死亡さ
　　　せた罪」および「死刑又は無期若しくは短期2年以上の懲役若しくは禁鋼に当たる罪」
　　　の場合に検察官の出席を認めることになった（少年法22条の2）。この場合には，国選付
　　　添人を付さなければならない（同22条の3）。
　　㈲少年を少年鑑別所に収容する観護i措置期間を最大限8週間まで延長することができる
　　　（同17条4項・9項）。
　先述の「山形マヅト死」事件をはじめ，少年審判における非行事実の認定をめぐる問題の解
決のためには，従来の単独の裁判官による審判より複数の裁判官での審判の方がより正確な認
定作業が行われるとの認識が審判での合議制が採用される理由にほかならない。また，少年審
判における検察官の関与は，非行事実を認定するための審判の手続でその必要性があると認め
られた場合で，非行事実を正確に把握する必要性からの改正とされる。同じことが少年の観護
措置期の8週間への延長についてもいえる。従来は，鑑別期間が最長で4週間であったもの
が，その倍にまで延長された理由は，正確な事実の認定がなされるためには4週間では短かす
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ぎると判断されたことによる。しかし，このことで少年の身柄拘束の期間が長期にわたること
による弊害を生じさせることにもなった。
　③少年事件被害者への配慮の充実。
　　ω少年犯罪の被害者に対し，一定の範囲で事件記録の閲覧，謄写を認めることができる
　　　（同5条の2）。
　　ω少年審判で，被害者らからの申出があったときは，その意見聴取をする（同9条の2）。
　　㈲家庭裁判所は，少年審判の結果について，被害者から申出があったときは，通知する
　　　（同3！条の2）。
　この改正については，従来から少年法が少年審判が非公開とされていることで，被害者やそ
の家族から事件の内容が判らない，意見を述べる場がないなどの批判があったことを受けての
改正である（4）。これらの主張が，必ずしも少年法の正しい理解の上でなされたものばかりでは
なかったものの，被害者やその家族の心情等を勘案すれば，この改正は遅きに失したといえな
くもない⑤。ともあれ，今回の改正で改正の名に値するのはこの点のみということができる。
　以下，少年法の基本理念との関係から問題となるところを改正法の内容を検討することで明
らにしたい。
　（3）改正少年法の基本的問題
　先述したように，改正少年法は，①少年事件の処分等のあり方の見直し，②少年審判の事実
認定手続の適正化，③少年事件被害老への配慮の充実，の3点から成っているが，本稿では改
正前から厳しい批判にさらされていた，①少年事件の処分等のあり方の見直しについてのみの
検討としたい。
　これに関しては，厳罰化での対応ということにつきよう。少年法20条は，①家庭裁判所は，
死刑，懲役又は三三に当たる罪の事件について，調査の結果，その罪質及び情状に照らして刑
事処分を相当と認めるときは，決定をもって，これを管轄地方裁判所に対応する検察庁に送致
しなければならない。②前項の規定にかかわらず，家庭裁判所は，故意の犯罪行為により被害
者を死亡させた事件であって，その罪を犯すとき16歳以上の少年に係るものについては，同項
の決定をしなければならない。ただし，調査の結果，犯行の動機及び態様，犯行後の情況，少
年の性格，年齢，行状及び環境その他の事情を考慮し，刑事処分以外の措置を相当と認めると
きは，この限りでない。とする規定に改められた。このように，改正前の1項のただし書に
あった刑罰適用年齢を16歳以上とした部分が削除されたことで，刑罰の適用年齢が14歳から可
能となった。
　また，2項では，犯罪によっては，検察官送致が原則となり，改正前の検察官への送致が例
外だったものが，原則逆送の規定となったことで少年に対する刑罰適用の機会が拡大すること
になった⑥。
　刑罰適用年齢の引下げで生じる問題は，現実に懲役や禁鋼の刑の言渡しを受けた少年は，本
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来刑務所に収容されることになるが，実際上はその受け皿がなく，少年院で16歳に達するまで
の問，刑が執行されることになった（少年法56条3項）。少年院は，少年刑務所とは違い，保護
処分を行うところで刑罰を執行するところではないということである（7＞。これをどう解決する
かということは不明のままである。
　一方で，刑罰適用年齢の引下げについて，刑法上刑事責任年齢が14歳以上（同41条）である
ことを理由に引下げの正当性が主張されるが，「刑法41条の刑事未成年規定と少年法の刑事処
分適用の制限とが，r刑事処分ではなく教育的処遇を』という同じ理念に立つものであり，少年
法がこの理念をより発展的に具体化したものであることを認めたとき，刑法41条の存在を理由
にして，少年法が定める刑事処分適用年齢の14歳以上への引き下げはできない⑧」とする見解
は，少年観の歴史的な変遷の中での一定の成果を刑法ないし少年法の中で具体化したものと理
解する限りにおいて説得力のあるものと評価すべきものに思われる。こうみてくると刑罰適用
年齢の引き下げの是非をその議論経過について再度確認しておく作業は不可欠のものと思われ
る。何故なら，厳罰化を実現したことで得られるメリヅト，デメリットを正確に評価するため
の前提と考えられるからに他ならない。
　既に述べたように，少年法の改正を実現させた大きな要因の1つが，メディアを通して国民
世論を盛り上げた結果であることは疑いない。世論という国民感情ないし社会感情は，決して
「理性的」なものとはいえず，かえって，真実とは全くの逆方向へと盛り上り，過去において
も現在においても重大な過ちを繰り返してきたのが実情といえよう。民主主義を標榜する現代
日本においてもその事情には変りはない。というより，むしろ今の日本社会においては，民主
主義の名を借りた反正義的施策が次次と展開されて来たと理解すべきことのように思える。し
かも，それらのいずれもが，悪いことに，民主主義的手続を踏むことで実現されてきており，
それだけに事態は深刻化していると理解すべきである。このような状況の中の1つのできごと
が，今回の少年法改正であったと理解すべきものに思える。というのも，改正前少年法が施行
されてこの方，度重なる改正の危機をくぐり抜けて来たものが，ここ数年の反現行憲法的潮流
の一環に組入れられた形で，歴史的にみて一瞬のうちに崩れさせられたという事実を直視すれ
ば自ずと理解できるはずだからである。この経験が，他でもない民主主義の名においてなされ
たことであり国民の全てが記憶の奥深くに止めておくべき重要な事項の一つとすべきであ
る⑨。以下，再度，厳罰化改正を実現させた背景につき検討しておこう。すなわち，少年非行の
低年齢化及び凶悪化ということをどう理解するかである。
　警察庁の理解に従えば，凶悪犯罪とされるのは，殺人，強盗，放火及び強姦の4罪種とされ
ている。これらの犯罪について，それぞれが同一で論じられる内容のものでないことは当然と
して，「凶悪」のイメージとして，一般社会ではたしてこれらの犯罪を想定しうるかは極めて疑
問である。少年非行が凶悪化したと公表された際に，凶悪犯罪とされる4罪が増加したからと
理解することによるのか，それとも，’97年の「神戸児童殺傷事件」に代表される，猟奇的殺人
事件のような犯行そのものが凶悪であり，そのような犯罪が増加したからと理解すべきかは，
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ただ凶悪化したと公表されただけでは，受け手癖としてはその内実について理解することは困
難である。常識的に理解すれば，社会的意識として，後者のようなケースを連日連夜，マス・
メディアを通して知らされれば，極端な事例であるにもかかわらず，14歳の少年による凶悪な
犯罪が日常的に発生しているかのように誤解し，そのことによって，危機感を深めることにな
ることは，これまで各種の事実からも理解できることである。このケースについては，正に根
も葉もない，コマーシャリズムに基づいたメディアによる大衆操作の一環としてのみ理解すべ
きもので科学的検証の対象にもなり得ない。
　しかしながら，前者については，各種公表されている統計資料を通しての喧伝であるだけ
に，これに対しての検証は不可避とならざるを三まい。
　戦後の少年非行の第3のピーク時とされる’83（昭和58）年時と’98（平成10）年時との比較
では，凶悪犯罪とされる4種の合計が前者が2，014件であったのに対して，後者は2，379件で，
増加率は約18％である。また，戦後第2のピーク時と’98（平成10）年時とを比べれば，前者が
7，243件で後者が2，379件でおよそ67％の減ということになる。
　また凶悪犯罪の中で，殺人と強盗に限定した比較では，’83（昭和58）年が両者の合計が875
件，’98（平成10）年が同！，683件で，約92％も増加したことになる。同じように，’65（昭和
40）年と’98（平成10）年との比較では，前者が2，368件に対し後者は1，683件で，約30％の減少
となっている⑩。
　これらのことから何が理解できるかである。見方によっては，数10年も前の資料を持出すこ
との意味を意図的，もしくは無意味として無視することも可能であろう。しかしながら，ここ
で敢て，’65（昭和40）年の資料を問題にしたかであるが，凶悪犯罪とされる件数は，その絶対
数において，はるかに，’98（平成10）年時より多くを数え，少年非行の凶悪化をいうのであれ
ば当時の方が危険視され延べきであったにもかかわらず，少年法の改正とは結びつかなかった
事実を確認しておく必要性があったからに他ならない。というのも，当時と比べ特別視されな
ければならない程の危険な状況とはいえなかったにもかかわらず，改正が強行された事実を歴
史的事実として再確認しておく必要性があると考えるからである。
　ここに少し新しい資料で，改正時と第3のピーク時とを比較して，少年非行の凶悪化，深刻
化がいえたのかについて検討しておきたい。ここでの比較からいえることは，凶悪犯罪として
の増減は，’83（昭和58）年と’98（平成10）年とでは，後者が約18％であるのに対して，殺人
と強盗とでは，後者の増加率は約92％となり，倍増に近い数字となっている。普通にイメージ
する凶悪犯罪が，殺人であり強盗であると理解すれぽ，それらが倍増に近ければ，数字の上で
はかなり凶悪化，悪質化したように理解されなくもないというべきであろう。しかし，凶悪犯
罪の最たる殺人の件数を見れば，実数が’83（昭和58）年は87人，’98（平成10）年は117人，約
34％の増加で，激増したという指摘になじむ数字とはいえない。凶悪犯の指標として，殺人は
不適切として排除する見解がないわけではないが，それを排除する理由は乏しいといわなけれ
ばならない。後程検討する強盗と同じように，警察の裁量による罪名の増減（例えば，傷害致
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死と殺人の境界が不分明）が考えられ，ここでの増加をこれとの関連で捉えれば，増加してい
るとはいえ，問題註する程ではないとみるべきもののように考えられる㈲。問題は強盗の増加
である。強盗は，’83（昭和58）年が788件，’98（平成！0）年が！，556件で増加率にして，実に
97％増となっている。しかしながら，’65（昭和40）年の1，998件と比較すれば，22％の減少と
なっている。このように，比較する基準年如何で，増減は極端に変動することになるが，少年
法改正に大きな影響を与えたとみるべぎ97（平成9）年はどうであったかである。この年は，
1，701件でここ数年では最高の数となっている。
　因に，強盗は，’70（昭和45）年に，1，092件を記録して後，’95（平成7）年の873件まで
ずっと3桁台を維持していた。それが翌’96（平成8）年になり，1，082件と再び大台に乗り4
桁台で推移しているのが現状である。とりわけ，4桁の大台に乗った後，翌年の’97（平成9）
年にここ数年間での最高を記録してからは！，500件以下を記録した年がない。この間の事情に
ついては，既に指摘されているように，捜査当局である警察の対応によるところが極めて大き
いということであろうq2｝。このことは，「少年警察における少年非行取締りの積極化・厳格化と
いう政策は，恐喝や窃盗・傷害との微妙な事件については，より重大な強盗または強盗致傷と
して立屈するという事件処理の方法を促進することによって，強盗少年検挙人員の顕著な増加
に対して少なからず寄与していると推測される。一一一……，強盗致傷か窃盗・傷害かが微妙な事
件において，被害者に傷害の結果が生じたとき，あるいは以前よりも軽い傷害が生じた場合で
も，積極的に強盗致傷として立書するという事件処理の方法が広がってきた㈱」との見方が示
すように，ここの数年間での強盗の急激な増加の理由を説明する方法を他に探すのが困難とい
うべきであろう。こうみてくると，統計が示す少年非行の深刻化という事態は，その実態とは
およそかけ離れた，まさに，少年非行は凶悪化・深刻化したという神話化された架空の事実に
基づいての少年法改正であったことが明らかになったものと思われる。以下で，このような経
緯：で改正された少年法をその施行の前後の少年非行の概況を通して，再度その意味するところ
を検討することにする。
3　改正少年法施行前後の少年非行概況
　（D　最近の少年非行概況
　改正少年法が’01（平成13）年4月1日目施行されてわずか数年しか経ていない現在では公
表された資料も限られたものでしかないが，これまでの流れとの兼合いで，改正少年法施行前
の資料をも手掛りとして，この先の少年非行の動向がある程度明らかになるのではないかと考
える。
　表一1から理解できるように，平成13年の刑法犯少年の数は，138，654人で，同じく平成14年
では，141，775人で前年より3，121人の増加（2．3％増）であった。また，改正少年法施行の前年
は，同じく，132，336人で，改正少年法施行年より6，318人少なかったll↓1．一方，凶悪犯について
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は，改正少年法施行の前年の’00（平成！2）年より，それぞれ，2，！20人，2，127人，1，986人と
なっている。また，凶悪血中の強盗だけについてみれば，図一1で明らかなようにそれぞれ，
！，638人，1，670人，1，586人である⑮。これらのことから何が指摘できるかである。ここ6年程
の趨勢についてもいえることだが，実数については大きな数値の変化がみられていないという
ことである。改正少年法が施行されて間もないことでもあり，この先この傾向がどのように変
化して行くのかについては予断を許さないものがあるとはいえ，早計の航りを恐れずにいえ
ぼ，少年法が厳罰化の方向での改正だからといって，少年非行の量が減少したり，または，凶
悪・悪質な非行が激的に減少することを期待しえないのではないか，ということである。
　既に指摘しておいたように，少年法が厳罰化の改正に踏み切った最大の理由の一つが社会感
情としての少年といえども，「それ相応の刑罰を」という素朴な応報感情に応えるという形で
の改正であったことは疑いない。しかし，少年の人権にも重大な影響を及ぼす事柄であるだけ
に，それだけの理由で改正されたと理解すべきでないこと，論を侯たないというべきである。
もう一方の柱が，刑事政策的観点，すなわち，犯罪抑止効果としての厳罰化であったというこ
とも間違いないところであるが，以下この点につき検討を加えることにする。
二一1　警察に検挙，補導された非行少年の推移（平成5年～平成14年）
　　　　　　　年
謨ｪ 平成5
6 7 8 9 ！0 11 12 13 14
刑法犯少年 133，132！31，268126，249133，581！52，825157，385141，721132，336138，6541 1，775
特別法犯少N 14，55212，27010，4369，3699，1309，3688，3407，4817，0256，449
触法少年
i刑　法） 25，16823，81122，88823，2426，12526，90522，50322，47720，06720，477
触法少年i特別法） 239 233 261 245 254 294 282 285 214 280
く“犯少年 1，8921，630L5671，6521，6761，8881，557 1，887 1，811 1，844
資料：警察庁調べ
（注）1　刑法犯少年とは，「刑法」（明40法45），「盗犯等ノ防止及処分二関スル法律」（昭5法9），「暴力
　　　　行為等処罰二関スル法律」（大15法60），「決闘罪二関スル件」（明22法34），「爆発物取締罰則」（明
　　　　17太政官布告32），「航空機の強目等の処罰に関する法律」（昭45法68），r火災びんの使用等の処罰
　　　　に関する法律」（昭47法17），「航空の危険を生じさせる行為等の処罰に関する法律」（昭49法87），
　　　　「人質による強要行為等の処罰に関する法律」（昭53法48），「流通食品への毒物の混入等の防止等
　　　　に関する特別措置法」（昭62法103），「サリン等による人身被害の防止に関する法律」（平7法78），
　　　　「組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律」（平11法136），「公職にある者のあっ
　　　　せん行為による利益等の処罰に関する法律」（平12法130）に規定する罪（交通事故に係る業務上
　　　　（重）過失致死傷，危険運転致死傷を除く。）で警察に検挙された14歳以上20歳未満の者をいう。
　　　2　特別法犯少年とは，上記1以外の罪（交通事故に係る業務上（重）過失致死傷，危険運転致死傷
　　　　や「道路交通法」（昭35法105），「自動車の保管場所の確保等に関する法律」（昭37法145）等の道路
　　　　交通関係法令に規定する罪を除く。）で警察に検挙された14歳以上20歳未満の老をいう。
　　　3　触法少年とは，刑罰法令に触れる行為をした14歳未満の者をいう。
　　　4　ぐ犯少年とは，性格，行状等から判断して，将来，罪を犯し，又は刑罰法令に触れる行為をする
　　　　おそれのある20歳未満の者をいう。
　　平成15年版『青少年白書』43頁より転載
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指280
数240
　200
　160
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　　80
　　40
　　0
　　年
強盗
　　凶悪犯
粗暴犯
区分
　凶悪犯
　強盗
　粗暴犯
5 6 7 8 9 10 11 12 13 14
1，144　　　1．382　　　1，291　　　1，496　　　2，263
（100）　　　（121）　　　（113）　　　（131）　　　（198）
　713　　　　911　　　　856　　　1，068　　　1，675
（100）　　　（128）　　　（120）　　　（150）　　　（235）
14，989　　14，655　　15，449　　15，568　　17，981
（100）　　　　（98）　　　（103）　　　（104）　　　（120）
2」97　　　2，237　　　2」20　　　2，127　　　1，986
（192）　　　（196）　　　（185）　　　（186）　　　（174）
538　　　1，611　　　1，638　　　1，670　　　1，586
（216）　　　（226）　　　（230）　　　（234）　　　（222）
17，321　　15，930　　19，691　　18，416　　15，954
（116）　　　（106）　　　（131）　　　（123）　　　（106）
　　　　　図一1　凶悪犯少年及び粗暴犯少年の検挙人員の推移（平成5年～平成14年）
資料：警察庁調べ
（注）　（）内は，平成5年を100とした指数である。
　　平成15年版『青少年白書』48頁より転載
（2）厳罰化改正と非行抑止効果
　普通，刑罰の正当化要件としての説明が，刑罰には犯罪を抑止する効果があるからとされ
る。これについては，一般予防論と特別予防論に分けての説明が普通である。一般予防が，広
く社会一般の人に対して将来罪を犯さないように予防することを意味しているのに対して，特
別予防は，現に犯罪者となった者や将来犯罪者となるような特定の個人に対して，犯罪を犯さ
せないよう予防することにある〔ゆ。非行少年に対して厳罰で対応するとする今回の改正が，は
たして非行抑止を一般予防，特別予防の観点からその有効性を主張しうるものであろうか，疑
問のあるところである。
　ここ数年の少年非行の概況でも明らかなように，厳罰化改正の動向に明らかに変化が現れて
いるということはできない。当初から予測されていたこととはいえ当然といえよう。したがっ
て，この先も少年法改正が少年非行の動向に直接影響を与えることはないとみるのが自然であ
ろう。なぜなら，少年非行の原因が一部論者から主張されているような少年の甘やかしや規範
意識の低下などではないからであるUの。少なくとも，これまでの刑罰と少年非行の関係につい
ての研究の成果として，有効とされる報告は出されていない。というより，否定的な見解の方
が強いというべきであろう。たとえば，一般抑止効果と特別抑止効果について，非行先進国の
アメリカの例を引き，それらのどちらについても効果といえるものを見出せないとする研究報
告は説得力を持つものである（1鋤。この例は，そっくりわが国にもあてはまることである。厳罰
化が少年非行を抑止しうるとする主張は，何ら経験科学に基礎をおいた科学的・理性的な態度
のもとのものではなく，極めて説得力の弱いものといわざるをえまい。なお，死刑と犯罪抑止
力の関係について，注目すべき研究報告が出され，その中でそれを肯定する証拠も否定する証
拠も確認できなかったとした上で，マス・メディアの報道や犯罪類型によっては，抑止力があ
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るような結果が出たということである。その一方で犯罪類型によっては，死刑の報道が犯罪を
誘発することもあるという事実も確認されている㈲。このことは，少年法の厳罰化と少年の規
範意識の強化との関係にも当てはまるものとも理解できそうで，刑罰の強化が，非行の減少へ
と直結するものではないことの傍証ともいえそうである。
4　おわりに
　改正少年法が施行され，数年が経過した現在，既に指摘しておいたように，公表された資料
からは改正の効果らしきものはうかがえない。当然の成りゆきといえばそれまでだが，少年非
行問題を少年法の問題にすり替えられた結果がそのままの現状となっていると理解すべきなの
である。少年犯罪の凶悪化，深刻化が喧伝され，結果として社会不安をいやが上にも盛り上げ
させられてのその行き先が少年法の改正であった。政府が展開する社会政策，経済政策をはじ
め，数々の政策の失敗や無策ぶりによって引き起こされた社会的困乱から国民の目を遠ざける
には，少年による衝撃的事件の出現は，政府をはじめ政治家達にとっては格好の材料であり，
よりショッキングな事件の出現を手ぐすね引いて待っているマス・メディアの利益とも合致す
ることで少年法の改正が実現したとみるのが正当であろう。したがって，そこでは本来慎重に
審議が積み重ねられるべき重要事項であったにもかかわらず，政治的思惑が優先された結果の
改正とならざるえなかったとみるべきである。
　本稿では，改正の柱を3点に絞り，少年法改正の意味，問題につき言及したが，問題は，少
年事件の処分の見直し（厳罰化）にのみあるのではないこと，無論である。本稿での問題は，
厳罰化の一点での論究となったが，これとて不完全なものと自認している。
　少年非行が少年法の小手先の改正（問題とされる点は間違いなく改悪であるが）で改善でき
るものであれば，とうの昔に改正されているはずである。近年の社会状況の不安定，経済不安
心に，大人にも強いストレスの中での生活を強いられているのが実情である。発達途上の渦中
にある少年にとって，今という時代は大人以上にストレスを感じての生活というのが実感なの
ではないか。本稿では触れることができなかったが，少年法改正の第2の問題としての非行事
実の認定手続と現代少年が置かれている状況の分析等について機会を改めて検討したいと考え
ている。
注（1）拙稿C83年）「少年法改正の批判的考察一少年法改正の「中間報告」を足掛りとして　　」立正大学
　　『短期大学部紀要』第12号41頁。
　（2）川崎英明C99年）「少年事件にふさわしい適正手続とは何か」『ちょっと待って少年法改正』団藤重
　　光・村井敏邦・斉藤豊治ほか著（日本評論社）126頁以下参照。
　（3）拙稿（’03年）「少年非行と家庭」人間の福祉第13号38頁。同旨，石塚伸一（’00年）「少年犯罪の深刻
　　化と刑罰の抑止効果」r「改正」少年法を批判する』団藤重光・村井敏邦・斉藤豊治ほか著（日本評論
　　社）
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④　少年法が加害少年の権利を「守る」ためだけに存在しており，被害者やその家族が少年法の存在ゆ
　えに，（1）必要な情報を得ることができない。（2）審判に参加できないために，一方的な言い分がとおり，
　公平な事実認定が行われない。（3）被害者が死亡したときの「被害者の応報感情」を少年法がまったく
　考慮してないなどの主張に代表されよう。後藤弘子COO年）「少年法の理念と社会感情」r少年法の展
　望』新倉修／横山実編（現代人文社）122頁参照。
（5）被害者に関する規定は，当初の政府案では，処分結果の通知だけだったが，刑事訴訟法の被害者保
　護の動きと連動した形で幅広い被害者保護の規定へと結びついたとされている。守屋克彦「少年法の
　改正と運用上の課題」法律時報2001年4月号48頁参照。
（6）原則逆送の趣旨を，解釈論から展開し，20条1項による家庭裁判所の検察官送致に関する裁量に対
　し，その裁量の範囲を制限する趣旨であると解する見解とみれば，それだけ，逆送は増えることを意
　味し，ここでも厳罰化の方向での改正であると理解できる。守屋克彦・前掲注⑤43頁以下参照。
（7）少年院は，教科教育，職業補導，生活指導等が中心で，学校や家庭で直面する問題を想定したロール
　プレイングやグループディスカッション，家族との関係の円滑化をはかるファミリーカウンセリング
　等の処遇がなされるのに対し，少年刑務所は，一般の刑務所との若干の違いはあるものの，処遇の中
　心は刑務作業であると指摘した上で，年少少年の収容生活でのダメージの大きさから刑罰を科すこと
　への強い懸念が表明されている。岡田行雄COO年）「真に求められる少年非行への対策」r改正少年法
　を批判する』団藤重光・村井敏邦・斉藤豊治ほか著（日本評論社）109頁以下参照。
（8）葛野尋之CO3年）r少年司法の再構築』（日本評論社）484頁。
（9）今回の改正は，議員立法という形であったが，基礎的な事項についての正確な知識もないまま，「反
　対すれば，議席を減らす」という次元の発想で，法制審議会に諮ることもなく，手続的には公聴会もな
　しに強行した結果の改正である，との痛烈な批判は，正に現代日本の民主主義の姿の批判と相通じる
　ものがある。斉藤豊治’00年「ここがおかしい少年法『改正』」前掲注（7）書28頁。
⑩　ここでの数量は，平成14年版『犯罪白書』資料編の340頁に依拠している。以後扱う数量は，全てこ
　れによる。
（ID　石塚伸一COO年）「少年犯罪の深刻化と刑罰の抑止効果」前掲注（3＞80頁以下参照。
⑫　強盗は，強姦や放火などと比較して認知度が高い罪種であるが恐喝や窃盗と紙一重の面があり，捜
　査機関の姿勢で数値が動く可能性が高い，とする見解を典型例としよう。野田正人C99年）「最近の少
　年非行の特色）前掲注（2）58頁。
⑬　葛野尋之前掲注（8）480頁。
（1の　平成15年版『青少年白書』43頁。
⑮　注qの48頁。
⑯　三井誠・曽根威彦・瀬川晃CO3年）『入門刑事法』（有斐閣）211頁，大塚仁C92年）『刑法入門』
　　（有斐閣）3頁，団藤i重光（’79年）r刑法綱要』総論（創文社）441頁，等参照。
（1の　少年であっても（14，15歳），罪を犯せば処罰されることがあることを明示することによって規範意
　識を育てていく必要がある等の発言はその典型といえる。葛野尋之前掲注（8）511以下参照。また，今日
　の情報化社会では，少年法の細部まで熟知した非行少年が多く，「俺はまだ少年だから，犯罪を犯して
　も大丈夫だ」とうそぶく少年がいる現状では，厳罰化が意味ある，とする主張も同一の主張であろう。
　前田雅英（’00年）r少年犯罪』（東京大学出版会）192頁。
⑱　葛野尋之前掲注（8）493頁以下参照。
⑲　石塚伸一前掲注（3）86頁。
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